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1. 高齢 者 雇用 の社会的 効 果

高齢化社会の二つの危機

現在，日本の人口の高齢化は先進諸国の経験より２～４倍も早いスピー

ドで進んでいる。全人口に占める65歳以上人口の比率は, 1960 年ころには

まだ5 ％ 台だったのが，80 年ころには10 ％ 近くに達し，21 世紀に入ると

20％近くにも達する，と予測されている。一夫婦あたりの子供の出生率が

２人を割ると同時に，第２次大戦に生き残った世代の高齢化が始まり，彼

らの寿命が伸びつつあるからである。そして，峨敗国となった日本では，

アｊ リカなどとは異なり，第２次大戦直後にベビーブームを迎えたが，モ

の人ロバストの部分が21世紀に入るころに高齢ｲ匕するのである。このよう

な人口の高齢ｲ匕は，日本のばあい，二つの社会問題を提起している。

一つは，増加する高齢者を社会的にいかに扶養するか，という問題であ

る。 1984年１月，厚生省が発齊した雇用労働者の年金財政の展望 に よ る

と，老齢年金の受給者は80 年に200 万人 くらいだったのが，10 年後には

460 万人にふえ，21 世紀に入ると1,000 万人近くにふえる。それに対し保

険加入者はそれほどふえないので，加入者に対する受給者の比率，つまり
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成熟度は10% ほどから30％ほどにも急上昇する。この過程で，現行の制

度を同じように維持するとすれば，現在，給与の10％ほどの保険料を20 ％

以上にも上昇させねばならない。果たして保険料の大幅の上昇は国民の会

意をえられるか，それだけの負担力があるかが大きな問題把な っ て い る

(経済企画庁緇, 1982) 。

このような年金財政の危機の予測は，高齢化社会に共通した 問 題 で あ

る。もし保険料の上昇の合意がえられないならば，すでに アメリカでも論

じられているように，受給者数を減らすか，あるいは給付水準を下げるか

する以外に対応の方法はない(Ragan and Davis, 1981) 。日本では社会保

険の年金受給が60歳から始まっているが，これを65歳に遅らせることによ

って，受給者の急増をある程度抑えて，なだらかな増加にする，という合

意の方向を辿っているよりにみえる。だが，それ以外に受給者 数 の 増 加

か，あるいは受給金額の増加を抑える方法はないか。

もう一つの社会問題は，公的年金による所得保障の危膓よりも一歩早く

発生する。それは労働力人口の中高齢化である。表１は労働力人口の年齢

階層別構成の推移と見通しを示しているが，モれによるとつぎのことがわ

かる。く1)44歳以下層は，今後，構成比だけなく，絶対数も減少する。(2)逆

表 １　労 働力人 口の推移と見通し

(万人， ％)

年　　 齢 1970年 1980年 1990年 2000年

曇

45~54

嵒

65歳以上

5,153 (100.0)

1,108 ( 21. 5)

2,475 C 48. 0)

815 C 15.8)

756 ( 14.7)

303 ( 5.9)

222 ( 4.  3)

231 C 4.5)

5,650 (100.0)

699 C 12.4)

2,831 ( 50.1)

1,208 C 21.4)

912 C 16.1)

385 C 6.8)

248（4.4 ）

279 C 4.9)

6,137 (100.0)

785 C 12.8)

2,750 ( 44.8)

1,354 C 22.1)

1,248 C 20.3)

552 C 9.0)

373 ( 6.1)

323 C 5.3)

6,413 0.00.0)

726 C 11.3)

2,693 C 42.0)

1,520 ( 23.7)

1,474 C 33.0)

617 C 9.6)

416 ( 6.5)

441 C 6.9)

1970年，80年 総理府統計局「労働力調査」1990 年，8000年 雇用政策調査研究

会推計による。カッコ内は年齢階層別構成比を示す。
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に，45歳以上層は構成比も絶対数も増加する。(3)モの結果，労働力の半数

近くが45歳以上の中高年によって占められることになる。(4)なかでも55歳

以上の高齢者の増加がいちじるしく1990 年にはそのシェアが20％を超え

る。(5)80年代はとくに55 ～64歳層の増加が顕著であり，90 年代には65歳以

上層の増加が顕著になる。このような労働力人口の高齢ｲ匕はどのような社

会問題を発生させるか。

長い間，日本の産業社会は，大量の若い労働力の供給に対応して，新し

い産業の拡大，急激な技術革新，それらにもとづく高い経済成長を実現し

てきた。それに対し，若い労働力が減少し，中高年の労働力が増加するこ

とは，(:L)産業構造の転換や技術革新や労働生産性の上昇を阻害することに

なるだろう。(2)相対的に低賃金の若い労働力が減少し，逆に相対的に高賃

金の中高年 の労働力が増加すると，平均賃金が上昇することになる。労働

生産性の上昇が鈍化し，賃金が上昇するとなると，労働一単位あたりの賃

金費用が高まらざるをえない。そうなると，この面からも経済成長は鈍ら

ざるをえないだろう。(3)低成長化のもとで，労働力需要がこれまでの若者

中心から中高年中心に転換しないとしたら，中高齢の失業が大量に発生す

るだろ う。そうなると，失業者を扶養するコストもかかるし，ばあいによ

っては社会不安が発生するかも知れない。(4)さらに，高齢の失業者が求職

者として労働市場に止まる意欲を殺がれ，職業から引退すれば，年金の受

給者などがふえ，ますます年金財政の危機を激化させることに な る だ ろ

う。このような懸念はかならずしも杞憂ではない。

高齢者雇用促進の功罪

このように，高齢者の年金危機と雇用危機は密接に関連している。した

がって，将来，労働力需要を ５まく中高齢者の方に移行させる こ と が で

き，とくに高齢者にできるだけ多 くの雇用機会を提供すること が で き れ

ば，年金受給者の増大を抑えることになる。さらに，高齢者に対し年金受

給を削減できるだけの高い賃金を保障することができれば，年金の受給額
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の増大を より一層抑えることに 亀なる。したがって，年金危機はそれだけ

緩和することになるのである。しかも，効果はそれだけに止まらない。適

当な雇用機会がえられた高齢者は，引退してこれといった活動をしなくな

った高齢者よりも，健康を維持し増進する可能性が大きい。そりなれば，

年金保険とともにその危機が問題になっている医療保険の支出を削減する

効果を持つだろり。さらに，高齢者が職に就くことによって所得が向上す

れば，年金が低いなどの理由で公的生活扶助に依存する度合屯軽減される

だろう。とくに日本のばあいは，のちにも触れるように仕事に生きがいを

求める傾向が強く，この傾向は今後も多かれ少なかれつづくだろうから，

高齢者が雇用機会を持つことは，それなりに社会的役割・地位を保障する

だけでなく，高齢者自身の生きがいをも満足させることになるだろう。

しかし，逆に高齢者がいつまでも雇用市場に止まることは，社会的にマ

イナスの効果も持だないだろりか。例えば，アメリカなどで懸念されてい

けるよりに青年や女性などの雇用機会を狭めることにならぬか。企業内部

の問題としても，年功制度が維持されるもとで，年功の高い高齢者がいつ

までも役員や管理職や監督職のポストについていることは，より若い従業

員の昇進機会を狭めることになるだろう。そうなると，これまで内部昇進

の機会が多く，とくにその上限が高いことで労働者の勤労意欲を刺激する

面の強かった，いわゆる日本的経営を停滞させることに な ら ぬ か。さら

に，高齢者がいつまでも年功賃金を受け取っていたとしたら，またそれに

比例して退職金などが比例してふえるとしたら，経済的にも破綻し，前述

のように経済全体の低成長をより激化させてしまりかも知れない。

したがって，今後，高齢者の雇用を拡大していくとすれば，以上のプラ

ス効果をできるだけ拡大させる半面で，以上のマイナス効果をできるだけ

縮小する方法が追求されねばならない。モれはおそらく大変狭い通路であ

るに相違ない。こ０章では，このよりな問題状況の屯とで，高齢者に対す

る公共雇用政策が政府に よっていかに展開されているか，その現状とその

問題点を解明するが，今後の問題はひとり公共雇用政策だけの問題ではな
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い。むしろそれ以上に高齢者自身と雇用主の問題でもある。したがって公

共政策は，高齢者自身と雇用主などの自主的行動を 前提とし，それらをで

きるだけ望ましい方向に誘導しなければならない。モのために必要な情報

を流し，雇用主や労働者だけではできないような共同事業を行り，という

ことでなければならないだろう。そうでなければ高齢化社会としての活力

を維持することはできないに違いない。

2｡ 高齢 者 の雇 用 と失業

高齢労働力需給の不均衡化

前述のように，将来，著増する高齢者の雇用問題が重要な社会問題とな

図 １　年齢階層別常用求人倍率の推移
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るが，そのことが心配されるのは，現状の高齢者の雇用状況が非常に惡い

からでもある。それは，図１の労働力需給のギャップに明瞭に示されてい

る。それによれば，公共職業安定所に申込まれた求職者に対する求人の倍

率は，第一次石油ショック後，全体としても２倍から１倍以下 に 低 落 し

た。 55歳以上の高齢者の求人倍率はもともと低かったが，それでも石油シ

ョック直前には0.5 倍，つまり求職者10 人に対し 求人５件以上 だったの

が, 0.1 倍，つまり求職者10 人に対し求人１件前後に低落している。した

がって，より若い年齢グループよりも低下幅がより大きくなっているので

ある，この簡潔な事実にはかなり複雑な要因がからんでいる。そのなかで

重要な要因について説明しておこう。

まず，石油ショック後の減量経営のなかで，生産性にくらべて割高の高

齢者に対する労働力需要がとくに大幅に縮小したことが指摘できる。それ

に対し労働力供給の方がより多く，しかも石油ショック後ますます供給過

図 ２　定年離職者数等の推移（男子）
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労 働省「雇 用動向調査」， 総理府統計局「 労働力調査」に よる。
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剰になってきている。それには，つぎのような供給要因が働いていた。田

石油ショックがたまたま高齢者の増加と一致したため，図２のようにおも

に55 ～60歳くらいの定年で離職した高齢者が男子だけで年間６万人ほどか

ら10万人以上にふえた。石油ショックで雇用不況に陥ったため，雎職者全

体もふえたが，定年離職者はそれ以上の伸びを示した。もっと78年以降，

それほどふえておらず，とくに55 ～59歳０雇用労働者に占める定年離職者

の比率が低下しているのは，定年延長が進んだ効果だ，とみてよい。定年

延長についてはのちに触れるとおりである。(2)以上のことに雇用不況の作

用が加おった。とくに中小企業を中心として解雇などのハードな人員整理

が行われ，多くの高齢者がその対象となり，外部労働市場に放り出された

(拙著, 1979) 。(3)その結果，もともと高齢者の失業が多かったのが，余計

深刻化する結果を生んだ。こ うした失業の実態についてものちに ＝･ｙ ソト

しなければならない。(4に のように高齢者の失業が著増しだのは，高齢者

が職を失っても引退せず，求職者の群に加ったからである。それだけ就業

志向が高いことを示しているが，それには経済的理由も経済以外の理由も

あるだろう。

高齢者の就業要因

図３は，55歳当時雇用労働者だった男子の高齢者の現在の就業率と高齢

者の現在の健康状態，年金などの仕事以外の収入，家計支出に占める住宅

l=･－ソの返済と教育費負担の比率との関連を示したデータである。それに

よると囗1)教育費負担の比率，とくに住宅ｐ－ソの返済の比率は就業率と

あまり大きな関連はない。しかし，60～69歳層になると，ある程度関連し

ている。(2)それにくらべて関連が強いのは，年金などの仕事以外の収入で

ある。64 歳以下では，年金などが月額４万円以下のばあい90 ％以上も就業

しているのに対し，10万円以上あるいは15万円以上では50 ～60％台に低下

している。(3)高齢者の就業率ともっとも強い関連を示しているのは健康状

態である。 65～69歳でも元気な高齢者は70 ％も就業しているのに反し，病
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図 ３　高齢者の就業要因別就業率
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労働省「 高年 齢者就業等実態調査」1980 年に よる。仕事以外 の収 入には年 金を 含

む。 各年 齢層の人口を100 とした就業者 の比率。

気 だ っ た り病 気 が ち の 高 齢 者 は20 ％ ほ どし か 就 業 し てい な い 。

も っ と も ， な に も元 気 だ か ら とい う理 由 だ け で 就業 す る 必 要 は な い だ ろ

う。 職 業 以 外０ 趣 味 や 社 会 活 動 な ど を エ ン ジ ョ イ しつ つ 引 退 生 活を 過 し て

も よさ モ うな も の で あ る。 モこ に 生 活 ○価 値 観 な り， そ れ に も とづ く生 活

行 動 な り の特 徴 が あ らわ れ る の だろ り。 わ れ わ れ は 高 齢 者 の勤 労 観 が55 歳

前 後 で い か に 変 化 す るか を 調査 し て み た が， そ れ に よ ると ，55 歳 以 前 は

「 生 活 維 持 の た め 働 く 」30 ％ほ ど，「 働 く こ と 以 外 に 考 え た こ とな し 」20 ％

ほ ど に 対 し ，55 歳 以 上 に な る と，「 健 康 維 持 のた め 働 く」30 ％ ほ ど ，「趣 味

な ど の個 人 生 活を 重 視 し たい 」25 ％ ほ ど の よ うに 変 化 す る。 た だ し ， 個 人
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生活の重視といりのも「生計に必要ない限り」といり条件づきではあるが，

高齢化すると同時に引退志向が強くなることを示している。だが，モれ以

上に多いのが「健康維持のために働く」とい う勤労観であり，まだ元気な

高齢者がその健康を維持するために就業を志向しているのである（労働省，

1982)。だが，健康は就業によってのみ維持されるわけではない か ら，モ

の意味では個人生活やボランティア活動などを含む社会的活動の志向や条

件が乏しいことをも示しているのだろり。

さらに注意せねばならないのは，60歳代になると元気な高齢者の就業率

は高いとはいえ70% か80％に止まっており，モれ以上の就業は年金など

の収入が少ないことや前述のような家計負担によって規定されている事実

である。病気や病気がちのばあい就業率が20 ～30％台にも低くなっている

ように，むしろ健康要因の作用は就業率の低下を説明する要因となってい

る。したがって，生活観としては健康維持や個人生活の重視などが大きな

ウェイトを占めるとしても，客観的にはより高い就業率は年金などの経済

要因によって規定されているのだろう。モのりえで，病気がちのばあいは

就業できないとか，元気で，しかもモれを維持するために就業する，とい

うようなメカニズムになっているのだろう。

高い就業率とさまざまな就業形態

このような要因のもとで，日本の高齢者の就業率はこれまでのところき

わめて高い。図４は図３と同じ調査により就業率と就業形態を一歳刻みで

示した。モれによると，60歳代前半では70 ％を上回っており，60歳代後半

でも50％を優に上回っている。このよりな就業率は他の先進諸国のモれを

大きく上回っているに違いない。しかし，高齢化するにつれてフルタイマ

ーとしての雇用比率はいちじるしく低下しており，60 歳代前半では50％を

割り，60歳代後半では40 ％をも割っている。モの反面，短時間の雇用や農

業などの自営業や臨時の頼まれ仕事などの就業率がふえ，20 ～30％ほどの

比率を占めているのである。
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図4 55 歳当時雇用労働者であった高齢者の年齢別

就業率・就業形態（男）

( ％)

100

91.2

50

０

55　57　59　61　63　65　67　69 以

労働省 1980年に よる。

高齢者のフルタイムとはいえ，勤務時間こそ普通勤務と大差ないが，雇

用形態はさまざまである。定年延長のばあいは，後進の昇進機会をふさが

ないため役職から離され，給与もダウンするが，正社員としての身分は保

障されている。しかし，一度，退職金を受け取ったあと，また同じ企業に

再雇用されるばあいは，役職から離されるだけでなく，正社員としての地

位も失い，一年契約の嘱託として雇用されているケースが多い。給与が定

年延長のばあい以上にダウンする○はいうもない。ブルーカラーは定年延

長や再雇用されるケースが多いのに対し，ホワイトカラーは系列の中小企

業などに再就職するケースが多い。最近は定年退職者のために作られた高

齢者会社に再就職する事例もみられる（東京都, 1983) 。さらに定年 前 か

ら出向するケースもみられる。これらはいずれ 亀系列企業を多く持ってい
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る大企業に顕著なのだが，出向のばあいは正社員であり，給与も保障され

るのに対し，再就職のばあいは前述した臨時の嘱託や短時間勤務が多くな

り，再雇用のばあい，より以上に給与がダウンするケースがいちじるしい

(拙著, 1979) 。

企業規模・職業間再配置

このような労働力移動からも想像されるよりに，定年などに よる企業間

移動によって高齢者は大企業から中小企業に流動している（隅谷緇1983

もみよ）。表２はモれを事業所側からみたデータであるＯそれによると，50

歳代の従業員の全従業員に占める比率は定年延長や 再雇用に よって1,000

人以上の大企業でも高まりつつある。だが，それ以上に大企業から中小企

業への移動やもともと中小企業に雇われた従業員の高齢化がいちじるしか

ったので，50歳代０規模間比率は1,000 人未満の中小企業で拡大してきて

いる。その点は60 歳代ではもっと顕著であ り，雇用労働者の実に３分の２

近くが100 人未満の中小企業に集中している。とい りのは，全従業員に占

める60 歳以上のシ，・アは，さすがに近年縮小しつつあるが, 1,000 人以上

表 ２　高齢者の事業所規模間シ，アと規棋別年齢構成の推移

年 齢 年

(1)規 模 間 シ ェ ア (2)年　 齢　 樹　 成

1000人
以　上 100

～
999人

10
～
99人 鍵 100～

999人
10～

99人

50
1

59
歳

1965年

70

75

80

43.0

39.9

38.7

33.6

24.0

26.3

25.1

28.5

33.0

33.8

36.2

38.0

8.4

8.4

9.8

n.1

7.3

7.6

8.4

11.1

8.6

9,5

11.6

14.1

60
亶

上

1965

70

75

80

17.1

13.6

10.4

9.8

26.3

28.3

26.6

24.8

56.6

58.2

62.9

65.3

1.0

1.0

0.8

0.7

2.4

2.9

2.7

2.2

4.4

5.9

6.1

5.5

労 働省｢ 賃金構 造基本統計調査｣ に よる。(1)は各年齢階級 の全労 働者を100 とし

た規模 別構成比. (2)は各規模の全労働者を100 とし た年 齢階 層別構成比を示す。
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では1 ％を下回っているのに10～99人ではまだ5 ％以上の水準を維持し，

相対的に高い吸収率を示しているからである。

このような高齢者の企業規模間再配置にともなって，産業 間・職業間の

再配置も進んでいる。モれはとくに第二次産業から第三次産業への労働力

移動として展開している。とい うのは，産業全体が第三次産業化するなか

で，高齢者を流出させる大企業には第二次産業が多く。 彼らの再就職を受

け入れる中小企業には第三次産業が多いからである。そのことは，年齢階

層別職業構成を示した図５からも推察できるだろう。55 ～64歳層では, (1)

技能工・生産工を始め，運転・通信従事者や技術者や事務員のシェアが縮

小する反面で, (2)管理職，販売員，サービス従事者などのシェアが拡大し

図 ５　年齢階層別にみた職業別就業構造（男子）
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ている。ここでは，雇用労働者だけでなく，都市自営業などの業主や家族

従事者も含まれているので，45 ～54歳層とともに管理職のウェイトが大き

いが, (3)それに関連して農林漁業従業者の比率が55～64歳層でとくに大き

な比重を占めていることにも注目しなければならない。というのは，青年

層や中年層が離農したあと，高齢者が農業を支えていることを示すと同時

に，農家から通勤していた雇用労働者が，近年，多数，定年退職などでふ

たたび帰農してきていることをも示している（農林水産省1984) 。

高い失業率と長い失業期間

さきの図４の高齢者の不就業には失業者と引退者が含まれていたことに

注意しなければならない。こうした失業者を含む労働力人口に対する失業

図６ 年齢階層別完全失業率
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西ドイツ　連邦統 計局 “Wirtschaft und Statistik”

アメ リカ　労働省“Employment and Earnings ”

アメリカの15～19歳は16～19糺 工981年 の西 ドイツの60歳以 上は60～64歳であ る。
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者の比率は，60 歳以上の男子で4 ％ にも達している。それは図６のとおり

である。女子の方はアメリカなどと同様に高齢化とともに低下する傾向に

あるのに対し，男子の方は西ドイツなどとほぼ同様に，近年とくに上昇す

る傾向にある。そのため，アメリカでは青年だけが高いＬ字型になってい

るのに対し，日本では青年と高齢者が高いＶ字型の分布になっているので

ある。とくに日本では，高齢者のなかでもふえ始めている60歳前半層の男

子の完全失業率は6 ％ にも達しており，65 歳以上の2 ％ ほどとは大きな開

きを示している。このような失業者は，当然，求職者でもある わけ だ か

ら，図１でみたように高齢者の求人倍率を一層低下させているのである。

このように高齢者の失業が高率なのは，前述のように, (1)年金がまだ低

額な高齢者が多いなどの経済要因のほかに, (2)まだ健康であることやモの

健康を維持するためにも働こうとするように就業意欲が高いからである。

これらの要因は前述のような就業率を高める要因と同じだが, (3)さらに高

齢者の失業には特別につぎのような要因も作用している。というのは，高

齢失業者には何らかの所得がある者が多く，モれだけいわば失業している

余裕があるからである。表３は男子の完全失業者について何らかの所得Ｏ

ある者の比率，所得の主要な種類をあきらかにした結果だが，それによる

と，高齢者ほど所得のある比率が高く，55歳以上では90％が所得ありと回

答している。その種類では，財産収入はほとんどないに等しいが，年金・

恩給を始め，雇用保険の給付が大部分を占めている。

表 ３　年 齢階層別男子完全失業者 の所得状況

年　　齢
所得あり
の 比 率
(％)

所 得のぉ もな種類（万人）

財産収入 雇用保険 年金恩給 仕 送 か そ の 他

24歳以下

25～44

45～54

55以上

25.0

50.0

66.7

90.5

一

一

一

一

１

８

５

６

一

一

1

12

２

１

一

一

１

４

１

１

総理府統 計局「 労働力 調査 特別調査亅1980 年に よる。
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モのばあい，高齢者の雇用保険の給付期間が長いことに注目しなけれぱ

ならない。といりのは1975 年の旧失業保険法から現行の雇用保険法への

改定によって，それまで保険加入期間が給付日数の上限が決まっていたの

が年齢階層によって決まることになった。それによれば，一年以上の加入

者について30歳未満が90日であるのに対し，55 歳以上は300 日となった。

しかも60歳以上の高齢者には保険料が免除される，とい うように，高齢者

は比較的優遇されるように改定されたのである。そのために高齢者の失業

期間は非常に長くなっている。表４は年齢階層別に失業期間の構成を示し

たデータだが，それによると25歳未満では40 ％が１ヵ月未満に止まってい

るのに対し，より高齢化するほど失業期間が長くなり，55歳以上では50 ％

以上が６ヵ月以上も失業している。６ヵ月以上のうち，１年以上ともなる

と，すでに雇用保険の給付も終っているので，年金などの所得に依存して

いるのだろう。それに対し６ヵ月～１年のウェイトが大きいのは，前述の

ように給付期間の長い雇用保険に依存すると同時に，60 歳以上では年金も

合わせて受給しているヶ－スが多いのである。

以上の事実からわかるように，高齢者の失業率が高いのは，一方で低成

長化と労働力需要が十分に中高齢者に移行してきていないために，供給の

方が超過しているのと同時に，他方では年金などを受給しつつ，なお求職

者として雇用保険の給付を受給し，一年前後も失業者として止まっている

からである。失業率は失業の発生頻度と失業期間に分解することができる

表 ４

(％)

年　　齡 計 １ヵ月末満 １～３ ３～６ ６ヵ月
～１年

１年以上

24歳以下

25～34

35～44

45～54

55以上

100,0

100.0

100.0

100.0

100.0

41.4

17.二L

15.8

13.3

3.8

27.6

37.1

31.6

20.0

19.2

13.8

14.3

21.1

26.7

11.5

10.3

14.3

15.8

13.3

34.6

10.3

17.1

10.5

13.3

23.1

総理府統計局「労 働力 調査特別調査」1980 年に よる。 ただし ，発表された数値が

ラウンド ナンバーな ので， パ ー七ｙ 卜の合計はかな らずし も100 に ならない。
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が，労働省の計測によると（労働省, 1983A), 日本の完全失業率は ア メ

リカなどに比較して格段に低い水準に止まっているのは，おもに失業頻度

が極端に低いからであり，失業期間だけみると日本の方がむしろ長くなっ

ている。日本の内部で比較してみると，高齢者の失業頻度は青年層より低

いのに，とくに男子のばあい失業期間がすでにみたようにいちじるしく長

くなっているがゆえに，高齢者の完全失業率が高くなっているのである。

したがって，青年層とは異なった失業構造を示しているのである。

3. 高 齢者 雇 用政 策 の展 開

公共雇用政策の体系

これまでみてきた高齢者の雇用と失業の実態は，低成長化と減量合理化

によって労働力需要の伸びが停滞してきているだけでなく，労働力需要の

質も青年層中心から中高齢者中心へと十分に転換していない事実も示して

いる，年齢や勤続年数によって直接的に規定されているわけではないが，

結果としてそれらと関連の深い年功賃金は，近年，大企業を中心として変

革されてきている。というのは，定年延長などの条件として50歳代から基

本給の平均を横ばいになるように，あるいは定年近くにはダウンするよう

に，さらにモれにもとづいて退職金も横ばいになるように，いろいろな賃

金調整がなされているのである。モれにもかかわらず，高齢者の求人倍率

は低下し，前述のよりな事情のもとで失業率が上昇し，雇用はますます中

小企業に集中しつつある。これに対し労働省では1976 年から実施されて

いる「中高年雇用促進特別措置法」にもとづいて，企業の雇用従業員全員

に占める55歳以上層の比率が6 ％ 以上になるよりに行政指導している。こ

れまでとくに100 人以上の企業を対象として公共職業安定所などが指導に

当っているが，83 年で1,000 人以上の大企業 では平均しでまだ5.7% に止

まっており，この法定雇用率の 未達成企業比率は70 ％ 近くにも達してい

る。

だが，５年前ほどにくらべれば全体としてその達成度が高まってきてい



表 ５　高齢者の雇 用促進対策体系
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（1）定年延長の推進

1) 定年年齢60歳への延長のための合意形成

?)♂ 蒻 喧 膤 尸 白 湊 白') 二゙゙ )゚ ゛

3) 定年延長奨励金と高齢者のための職場環境改
善融資の利用

4) 高齢者雇用率６％達成のための行政指導

(2) 60 歳代前半の就業対
策

1） 補助金による雇用延長の推進

2） シルバー人材センターの設立

3） パートタイマー銀行の設立

（3）高齢者の再就職の推
進

1） 人材銀行による職業紹介と職業訓練の改善

2） 高齢者雇用開発助成金による雇用促進

3） 雇用保険による高齢者の優遇

ることは否定できない。始めた頃には500 ～999 人の雇用率が6 ％ に達して

いなかったが，7 ％以上に達しているだけ で な く, 1,000 人以上でも4 ％

に達していなかったのが6 ％ に近づいており，未達成の企業比率も80％を

上回ったのが70 ％以下に低下してきている。このように，徐々ながら成果

が上ってきているのは，スタート当時よりも労働力需要全体が回復してき

ているだけでなく，つぎのよりな高齢者を中心とした公共雇用政策の効果

でもある。前述の雇用率規制も含まれるが，表５のよりに体系化すること

ができる。この体系化は労働省みずからが重点事項をまとめた結果である

(労働省1983  B)。そのくくり方は，事項別ではなく，政策の方法や手段

に応じてまとめることもできるが，それは のちに触れるとして，さしあた

り表５にしたがって，そのなかでとくに重要な政策についてその特徴をあ

きらかにしておこう。それに先立ってあらかじめあきらかにしておかねば

ならぬのは，表示したような三本柱の政策体系になっていることである。

第一は1985年までに定年年齢を60 歳に延長する。第二はそれにつづく政策

として，急増しつつある60歳代前半層に対する雇用延長を中心とした就業

対策，第三はそれらの残りとして，高齢者の再就職促進。
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60歳への定年延長政策

まず現行政策の中心となっている。定年延長政策からみていこう。定年

退職者数の動向はすでに図２でみた。 1979年頃からその増加が鈍ってきた

図７　企業規模別にみた定年60歳以上の企業比率と今後の予定
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のは，従業員の高齢化モのものの鈍化のほかに，とくに最近の定年延長の

効果も示している。事実，定年の60歳以上への延長は81年から顕著になっ

てきており，大部分の企業は一定の年齢で定年退職する制度を持っている

が，その半数以上は定年が60歳以上に達しようとしている。図７はこれま

での成果と今後の予定を企業規模別に示したデータである。そ れ に よ る

と，人手不足の激しい30 ～99人と労使の取組みが進んでいる5,000 人以上

では50S を上回っているのに対し，中間規模の企業ではまだ40 ％以下に止

まっている。ちょりどＶ字型の分布になっている。だが，すでに定年延長

を決定しており，近く実現する企業や，いずれは延長を予定している企業

を加えると，Ｖ字の谷間はしだいに埋っていこうとしている。

現在，労働省では定年延長の遅れが目立つ300 ～999 人の中企業の労使に

呼びかけ，阻害要因などをあきらかにしようとしている。それによると，

中企業にはいろいろなタイプがある。新興産業に進出した企業 では，従業

員の年齢構成がまだ低いので，60歳以上への定年延長に対する関心も小さ

い，といりヶ－スがある。逆に，衰退産業に止まっている企業 も多いのだ

が，モこでは従業員の年齢構成が高いので，それ以上に定年を 延 長 す る

と，昇進機会がもっと少なくなり，企業 としての活力がより弱ったり，人

件費の負担がよりかさむので，定年延長ができない，とい うヶ － ス も 多

い。果たしてどの程度まで人件費がふえるのかについては，労働省の依託

で高年齢者雇用開発協会がいろいろな条件を設定してシミ・｡レイショソの

サービスを提供しているが，経営者側は定年延長が困難なばあい，すでに

触れたよりな再雇用で60歳まで雇用延長することが代替される，と主張し

ている。これに対し労働組合側では，再雇用による嘱託などの雇用形態で

は，労働組合員でなくなるだけでなく，常用従業員の就業規則が適用され

てないので，雇用保障としては弱くなる，と反論している。したがって，

この対立の今後の調整が必要となっているのである。
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賃金補助などのさまざまな助成

こうした現状に対して，労働省は賃金補助などの企業に対する助成を行

っている。(1)定年延長奨励金のほかにも, (2)高齢者の雇用延長助成金凵3)

雇用開発助成金，㈲職場改善資金の貸付け凵5 賺 業訓練や職場適応のため

の助成などが行われている。このなかで中心になっている(1)～(3)について

支給金額とその対象人数の推移を示すと，表16 のとおりである。このよう

に1979 ～81年度にはとくに政策が強化され，もっとも支給実績が大きかっ

た81年度には支給金額が124 百万円，対象人数31万人にも達した。それぞ

れの助成の内容についてあきらかにしておこり。

(1) 定年延長奨励金　就業規則・労働協約上，定年を56歳以上60歳まで

に延長した企業に対して，この延長の適用者の55～64歳で１年以上継続雇

用されている労働者１人あたり年額，大企業30万円，中小企業40 万円を支

給する。ここで中小企業というのは，資本金１億円( 小売業・サービス業

1,000万円，卸売業3,000 万円) 未満か，常用従業員300 人( 小売業・サー

ビス業50 人，卸売業100 人) 未満をさし，それ以上は大企業とする。この

点ば以下も同じである。

(2) 雇用延長助成金(1) は60歳までの定年延長の促進であるのに対し，

これは61歳以上の定年延長，再雇用，関連企業への出向などによる雇用延

長を助成する。(1)と同様にこの延長の適用者であり，60 ～64歳で１年以上

表 ６　高齢者雇用促進のための賃金補助の実績

(千円，人)

種　 頽 1977 78 79 80 81 82 83

定年延長
奨 励 金

雇用延長
助 成 金

雇用開発
助 成 金

(? 溜

ご昌嚮

沼r溜

ぽ溜
ぽ鉛
牋豐

回詣
徑雪
閣豐

捏溜
図頌
翦豐

嚶 混

驚 混

(澀詰

翻 図

(8昌嚮

斐 嚮

ぽ 渭

－
（　 刪）

閇 嚮

労働省職業安定局資料による。83年度は4 ～11月のみ，一は末払いを示す。82年

度の制度の統合は調整した。カッコ内は支給対象人数を示す。
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継続雇用されている労働者１人あた り（:L）と同額の補助金を企業 に 支 給 す

る。

（3） 雇用開発助成金 （1）と（2）は同一 の企業や関連企業で定年到達者の雇

用を延長し，失業を予防する政策であるのに対し，これは転職を余儀なく

され再就職する55～64歳の高齢者を公共職業安定所の紹介で常用として雇

い入れた企業に対して雇用後１年間の賃金の，大企業４分の１，中小企業

３分の１，ただし雇用保険の基本手当の最高日額の300 日分に相当する年

額200 万円ほどを上限どして，企業に対し支給する。そのばあい，この雇

用労働者を相当期間雇用すること，さらにこの雇い入れ前後それぞれ６ヵ

月間にすでに雇用されている常用労働者を解雇しないことが条件となって

いる。

これらの賃金補助政策は早いものは73年度から開始されており，途中で

制度の変更があり，補助率も変動したが，現時点で整理してみると以上の

ような内容を持っている。これらの政策の特徴は，雇用保険の付帯事業の

一環として行われており，雇用主から本来の雇用保険料, 賃金の千分の5.5

のほか，これらの事業のために千分の3.5 を徴収し，資金に当てているこ

とである。本来の雇用保険は労使折半の負担だが，これらの事業は雇用主

だけの共同負担によって運営されているのである。

（4に れらのほか，資金的な助成政策としては，①前掲の職場改善資金の

貸付けがある。労働省「労働安全衛生基本調査」によると，中高齢者に対

する安全対策としては「配置転換」を始め，「作業方法の変更」につ づ い

て「設備改善」も多く30% 以上の事業所で実施されている。この貸付け

は２～８千万円を限度として設備や備品の改善によって雇用延長を実施し

た企業を対象としている。ただし，始まってから３年しか経っておらぬう

えに，利率が7 ％ 以上で比較的高いために年々10件前後の実績しか上って

いない。さらに，②高齢者の雇い入れに当って職場適応の訓練，定年退職

予定者に対して定年後の就職のための訓練，有給休暇を利用した訓練を行

った企業に対して，賃金補助や訓練費用の助成も行われている。これらの
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多くは，公共職業訓練所で行われている中高齢の失業者などの離転職者に

対する訓練とともに，徐々にモの成果を上げつつある。

職業紹介とシルバー人材センター

これまで，賃金補助などに よって労働力需要の内部にまで立ち入って失

業を予防したり雇用を創出したりしようといている雇用政策についてみて

きた。だが，本来の雇用政策が職業紹介政策であることは今日でも変わっ

ていない。まず, (1)全国481 ヵ所(出張所を除く)の公共職業安定所におい

て，とくに中高齢者を中心とした求人開拓，就職の促進を進めている( 就

職件数，常用だけで45歳以上20万以上，うち55歳以上10 万人以上)。その

ことは，職安に中高齢者担当の就職促進指導官を配置していることからも

想像できる。(2)その一環として全国に25ヵ所の人材銀行を設置し，とくに

管理職や専門・技術職の経験者に対する職業相談・紹介を進めている( 就

職件数，年間５～６千)。(3)そのほか，全国の都市庁舎内隰高齢者職業 相

談室を設け，モの数は270 ヵ所にふえようとしている( 就職件数，年間約

２万)。(4)図４でもみたように，高齢化するにともなって自営業など のほ

かに短時間の雇用も多くなる。また潜在的ニーズも多い。それ だ け で な

く，近年，第三次産業化にともなって女性のパートタイマーがふえてきて

いるので，モのためにターミナルなどにパートバンクが設置されてきてい

るが，そこでは高齢者も対象としてお り( 約20 ヵ所)，求人側の雇用管理

についても指導し始めている( 職安全体 としての 就職件数，年間10 万近

い)。(5)そのほか，全国社会福祉協議会では65 歳以上を中心とした無料の

職業紹介所も多数開設しており，職安との連係のもとに活動している( 就

職件数，年間1.5 万以上)。

これらはいずれも高齢者の雇用なのだが，図４にも含まれている高齢者

の頼まれ仕事が地方自治体などによって組織化されてきている。それが高

齢者事業団であり，モ○地域のさまざまな臨時の仕事，例えば子守り，病

人付添い，大工，植木，表具， 修理， 集金， 公園などの維持・管理， 齎
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書，伝票整理，会計，教師などの仕事を頼まれ，モれを請負う形で高齢者

が短期間就業するのを組織化している。これは，地域社会にも寄与すると

同時に，高齢者の能力を活用し，生きがい の充実にも役立っているＯこの

ような事業団のうち，60～64歳を中心とする人口10万以上の都市の事業団

体約200 に対し，労働省では80年度から運営経費０半額を補助している。

１団体あたりの補助額は既存平均800 万円以上，新規平均400 万円以上と

なっているが，そのための予算総額は年間20億円近くにも達しようとして

いるＯこうした援助を受けている事業団を シルバー人材セソターと呼んで

い るが，その数は200 をすでに 超えており，登録会員は10 万人 近くに達

し，そのうち半数近くは月平均９日間ほど就業している。わざわざ専門の

求人に依存するまでもないよりな小さな仕事や，まとまった収入が希望で

はない高齢者が，潜在的には多い ので，この種の事業はますます拡大する

とみられている。

4. 高齢 者雇 用政 策 の今 後 の課 題

すでに触れたように，現段階における人口の高齢化に対して高齢者の雇

用促進が持つ意味は大きい。なぜなら，現在は55 ～64歳層の増加がいちじ

るしく，この年齢集団は本格的に引退生活に入ることをまだあまり望んで

いない世代だからである。

そこで(1)60 歳までの定年の延長, (2)60歳代前半層の雇用延長( 定年後

もそれまで雇用されていた同じ企業に再雇用するなど), (3)他企業 へ の再

雇用などが，とくに雇用政策として大きな課題となる。それに対する現実

の公共雇用政策の内容は前述したとおりであるＯ

これらの公共政策について，今後○課題としてつぎの点が問われねぱな

らぬだろう。(1)近年増大しつつある高齢者の雇用促進のための貨弊的補助

はいかなる効果を持つと同時に，いかなる限界を持つか。(2)高齢者を優遇

している失業保険についてはどう評価できるか。(3)本来の職業紹介政策や

職業訓練政策と賃金補助などの政策との関係はいかに位置づけるべきか。
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(4)フルタイムの雇用だけでなくパートタイムの雇用や，あるいは雇用以外

の仕事に就くことにも大きな意味を認めるべきではないか。

雇用保険の改定案

これまでみてきたとおり，賃金補助まで含めた高齢者を中心とする公共

雇用政策は，かなり体系的に，しかも木目細かく展開されている。そのな

かには，実施された当初は予算だけ計上され，十分に消化されなかった事

例もあったが（拙著1979), 近年は政策のＰＲなども進み，予算 を 上回

る実績をあげている政策も多くなってきている。それでも，すでにみた程

度の雇用・失業の実態に止まっているのである。ただし，公共政策のなか

にはかならずしも適切でない政策も含まれていた。前述のように75年から

とくに高齢者を優遇している雇用保険制度も，その一つである。とくに55

歳以上の雇用保険受給者には求職活動が十分でなく，職業紹介にもほとん

ど応ぜず, 300 日間 の受給を終えると職業から引退していく，いわば擬似

失杲者が少なくなかったようである（拙著, 1982, 拙稿, 1982.3)。引退す

るのならまだしも，始めは就業を希望しても６ヵ月も10ヵ月も本当に失業

していては就業の意欲も能力も減退してしまう。雇用保険が月額20万円近

くに達する高齢者が就職すれぱ15万円の賃金がえられるととも難しいだろ

う。それにもかかわらず，より長期的には労働能力の保全上からも就業す

ることが高齢者にとって重要だったはずである。

だが，このような批判は失業がふえ雇用保険受給者の増大が財政赤字を

結果し，高齢者の失業が構造的失業の重要な部分だという認識が深まるま

で，政策当局には受け入れられなかった。 84年になってやっとつぎの改定

案が中央職業安定審議会で検討されることになった。重要なポイソトはつ

ぎのとおりである。（1け でに触れたとお り，現行法では１年以上保険料を

掛けておれば，最高保険期間は年齢階層だけによって決められ てい た の

が，表７のように被保険期間の長短によって同じ年齢階層でも異なるより

に改定する。その結果，29 歳以下はほぽ現行どおりだが，55～64歳でも現



表 ７　雇 用保険の年齢階 層別最 高

給付日数り 改定

( 日数)

年齢階層
被 保 険 期 間

１～５年 5～10年 10年以上

29宸以下

30～44

45～54

55～64

90 ( 90)

90 (180)

180 (240)

210 (300)

90 ( 90)

180 (180)

210 (240)

240 (300)

180  C 90)

210 (180)

240 (240)

300（300）
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カッコ内は現行の日数を示す。カッコ外は，審議

後の改定案について示す。

行どおり300 日なのは被保険期間が10年以上のばあいだけであり，10年未

満のばあいは表示したように短縮することになる。(2)65歳以上層について

は，これも被保険期間に応じて30 ～120 日で支給を打ち切り，その後再就

職しても保険に再加入できないことになる。つまり職業から引退させよう

というわけである。(3)さらに受給期間を短縮するために，給付期間を残し

て再就職するばあい，その残りに応じて再就職手当や再就職促進講習給付

金を支給する。(4)求人賃金とのギャップの大きかった給付水準を切り下げ

るため，算定基礎の賃金からボーナスなどをはずす。(5)正当な理由のない

自己都合退職について，現行法では給付までの待機期間が１～２ヵ月な○

を１～３ヵ月に延長する。(6)定年退職者などが早期に再就職する助成金を

再就職先の企業に支払りなど。

このような改定を84年７月から実施するよう現在審議されているが，こ

の改定によって保険支出が削減されると同時に，とくに中高齢者が不当に

保険に 寄゙生″することは少なくなるだろう。だが，再就職を促進するた

めには求人開拓や職業紹介の機能を一層強化しなけれぱならないだろう。

なぜなら，被保険期間が短いと給付期間が短くなるので転職しにくくなる

からである。モれ以上に大きな間題は年金の併給が今回も不問に付せられ

ていることである。もともと年金受給の条件は職業から引退して非労働力

になることなのだから，失業求職者として労働力に止まる間は受給の資格
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さえないはずである。被保険期間が10年以上で比較的高い年金を併給して

いるばあい，再就職しても年金は減額され，賃金と合わせて屯月額20万円

ほどに抑えられるため，再就職する意欲が損われるからである。今後の大

きな検討課題である。

賃金補助の効果と限界

単に貨幣によって失業を抑制したり雇用を促進したりすることには，あ

きらかに限界がある。例えば，適切な職業紹介のようなサービスがぜひ必

要なのである。このことは，すでに触れた雇用促進のための賃金補助政策

についてもあてはまるだろう。図８は表６のような賃金補助による雇用促

進効果を試算した結果である。この試算は，就職件数のなかの中高齢者の

シェアと労働力中の高齢化率，賃金助成率との相関にもとづくが，とくに

79～81年のように中小企業に対して賃金の80％も補助すると，モの雇用促

進効果が図示されたように増大するのは否定できない。ちょうど79～81年

は第２次石油ショックの影響があらわれそうな時期だったので，臨時の措

置として実施してみる根拠は認められなくもない。だが，臨時の措置なら

ば常用の就職を対象とするのではなく，むしろ臨時の雇用も対象に入れる

図 ８　賃金補助による中高齢者の雇用促進効果
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べきだったろり。

それ以上に大きな問題となるのは，ごのような賃金補助政策が，どりせ

高齢者は労働能力が低く，低生産性なので，企業側はそれに見合った低賃

金しか支払えないだろう，という考え方にもとづいていることである。事

実，そういう高齢者も多いだろり。とくに職安に依存しなければならない

ような高齢者に職業能力が低く，幅も狭いヶ－スの多いことは，われわれ

の調査でもあきらかになった事実である（拙著1982) 。だが，すべ て の

高齢者がそうなのではない。それを一律に扱りことは，職業能力の高く，

幅の広い高齢者の就業意欲を損うだろう。それだけでなく，低能率低賃金

に依存しようとする企業を温存させることにもなる。これでは，貿易摩擦

などとの関連で要請されている産業転換にもマイナスの影響をあたえ，経

済成長をも鈍化させかねないのである。

高齢者の長所と短所

したがって，過度の賃金補助よりはより長期的には高齢者の能力開発モ

○ものを政策の対象とすべきな○である。モのことはつぎのよりな事実か

らも明瞭だろう。労働省「雇用管理調査」によれば，定年延長したり再雇

用した高齢者に対する企業側の評価があきらかになる。それによると「豊

富な経験，技術，技能を生かせる」，「責任感が強く真面目である」のは長

所なのだが，「新しい知識， 技能に適応しにくい」ことが短所として指摘

されている。つまり，豊富な経験などはメリットなのだが，それは旧型の

経験なのであり，第三次産業化やＭＥ革命などに対応した新型の労働力需

要には適応しにくい のである。この難点の克服こそが労使にとっての大き

な課題であると同時に，公共職業訓練の課題でもあるわけである。

定年退職者を対象としたわれわれの調査によれば，高齢者自身が職業上

の資格を取った り，各種学校への入学や通信教育などによって定年後の職

業 の準備を進めているケースも多い。しかし，このように積極的なのは管

理・監督，企画・立案の能力を備えていたり，技能も高いタイプの高齢者
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のばあいであり，職業能力が低いタイプは能力開発に意欲が低いか，意欲

があるばあいは事業所内外の職業訓練に依存する程度に止まっている（拙

著, 1982) 。公共職業訓練による中高齢者を対象とする能力再開発コ ー ス

乱 少しづつ新しい職種に拡大しつつあるが，まだ不十分であるだけでな

く，入校者数もまだ年間５万人の水準には達していない。しかも転職訓練

が中心となるので，高齢者のこれまでの能力とは異種の職業訓練になって

しまう。高齢者ほどまったく「新しい知識，技能に適応しにくい」のだか

ら，これまでの能力タイプと関連を持たせつつ，新しい能力を再開発する

ような木目の細かい配慮がぜひとも必要なのである。

短時間雇用への助成の拡大

前述の雇用保険法の改定案には，さきの定年退職者の雇用促進の助成と

ともに，高齢者の短時間雇用をも促進する企業への助成も含まれる。従来

は通常勤務の４分の３未満の短時間労働者は労働災害保険以外は一切，社

会・労働保険の適用を受けられないよりに行政指導されてきた。今度はそ

れに対し，普通勤務の２分０１以上，４分の３未満の短時間雇用でも，労

働者一人あたり年額，中小企業20万円，大企業15万円を補助しようという

のである。短時間就業の実状とニーズを調べたわれわれの調査 に よ る と

(労働省1983  C), 高齢者の供給ニーズは大きいのに対し，企業側の需要

ニーズはあまり大きくない現状から考えれば，需要側に対する 呼゙び水″

効果が期待される。今度の改定で，高齢者に対しても短時間向きの仕事を

設定するとか，仕事の流れに支障をきたさない ように工夫するとか，企業

側○調整が進むだろう。また，そのための労働力管理のノウハウを提供す

るよりなサービスもまた必要なのである。

アメリカなどでも論じられているように(Ragan and Davis 1981), 常

用の青年や女性などの雇用機会と真正面から衝突しないような高齢者の就

業として，短時間の雇用は前述のような自営業や頼まれ仕事への就業とと

もにモの重要性が今後ますます増大するだろう。そ０ばあい，常用のれっ
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きとした雇用市場にマイナスの影響をあたえぬよう，就業分野などを明確

に区分すべきだろう。さらに，現行の高齢者雇用率は常用に限定されてい

るが，短時間の雇用も雇用率に算入してよいだろう。さらに，この雇用率

規制については，目標の水準を始め，企業単位ではなく事業所単位も考慮

するとか，どの産業も一律だったり，職種の考慮がない点なども含めて再

検討されねばならぬだろう。

最　後　に

これまで考察してきたように，高齢者に対する公共雇用政策にはさまざ

まな課題が残されている。その要点は，貨幣的な助成などに傾斜すること

なく，もっと有効な情報やサービスを提供することに大きな工夫をこらす

べきである。そのばあい重要なことは，雇用主と高齢者自身の志向をよく

よく見定め，その実現や補充のための公共政策を開発することである。ま

た，モの前提となるような適当な経済成長が維持されねばならぬことも忘

れてはならない。
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